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平成25年度決算について 

 

平成 26 年４月 30 日 

東京電力株式会社 

 

平成25年度の売上高は、前年度比11.0％増の6兆6,314億円（単独では同11.8％増

の6兆4,498億円）、経常利益は1,014億円（単独では432億円）となりました。 

 

 販売電力量は、昨年３月から４月にかけて気温が前年を上回って推移し暖房需要が減

少したことなどから、前年度比0.9％減の2,667億kWhとなりました。 

内訳としては、電灯は前年度比0.7％減の946億kWh、電力は同3.4％減の105億kWh、

特定規模需要は同0.8％減の1,616億kWhとなりました。 

 

収入面では、一昨年実施した料金改定や燃料費調整制度の影響により電気料収入単価

が上昇したことなどから、電気料収入は前年度比10.1％増の5兆9,197億円となりまし

た。 

これに地帯間販売電力料や他社販売電力料などを加えた売上高は、前年度比11.0％増

の6兆6,314億円（単独では同11.8％増の6兆4,498億円）、経常収益は同10.9％増の

6兆6,948億円（単独では同11.5％増の6兆4,900億円）となりました。 

 

一方、支出面では、原子力発電が全機停止するなか、為替レートの大幅な円安化の影

響などにより燃料費が過去最高水準となったものの、修繕工事の緊急的な繰り延べなど

全社を挙げて徹底的なコスト削減に努めたことなどから、経常費用は前年度比 3.6％増

の6兆5,934億円（単独では同4.0％増の6兆4,468億円）となりました。 

 

また、特別利益は、単独において、原子力損害賠償支援機構資金交付金1兆6,657億

円や固定資産売却益1,019億円、災害損失引当金戻入額320億円を計上したことなどか

ら、1兆8,237億円（単独では1兆8,183億円）となりました。 

一方、特別損失は、単独において、原子力損害賠償費1兆3,956億円や福島第一５・

６号機廃止損失398 億円を計上したことなどから、1兆 4,622 億円（単独も同額）とな

り、当期純利益は4,386億円（単独では3,989億円）となりました。 

 

以 上 
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 決算概要  
 

◆連結決算
　                                                         　　　(単位：億円)

比　較

Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ(%)

 

 

 

( ) (  ) ( △ ) (  ) ( )

 △  

 

 

 △  

 △  

 △  
(注１)ROA：営業損益／平均総資産 　ROE：当期純損益／平均自己資本
(注２)25年度：連結子会社数  51社 　持分法適用関連会社数 18社

24年度：連結子会社数  59社 　持分法適用関連会社数 17社

◆単独決算
　                                                         　　　(単位：億円)

比　較

Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ(%)

 

 

 

( ) (  ) ( △ ) (  ) ( )

 △  

 

  

 △  

 △  

 △  
(注) ROA：営業損益／平均総資産 　ROE：当期純損益／平均自己資本

◆販売電力量
(単位：億kWh)

比　較

Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ(%)

△

△

△

( ) ( ) (  ) ( )

 △

◆配当状況

 配当金総額 配当性向(%)

（年間） （連結）

26年３月期 0.00

25年３月期 0.00

ＢＡ

期　末中　間

24年度

Ｂ

Ａ

25年度 24年度

Ｂ

203.8特 別 利 益 8,92318,183 9,260

－

0.00 0.00 － －

0.00 0.00 －

99.1

 
１株当たりの年間配当金（円）

合         　　計 2,667 2,690 23

99.2

(再掲)大 口 電 力 765 760 5 100.7

特 定 規 模 需 要 1,616 1,629 13

99.3

電　     　 　 力 105 109 4 96.6

電　 　 　  　 灯 946 953 7

140.9 － ＲＯＥ (自己資本利益率) 38.7 102.2

Ａ

25年度

－

 ＲＯＡ (総資産利益率 ) 1.0 1.8 2.8 －

当 期 純 損 益 3,989 6,943 10,932

特 別 損 失 14,622 12,177 2,444 120.1

104.0

経 常 損 益 432 3,776 4,209 －

経 常 費 用 64,468 61,961 2,506

111.8

経 常 収 益 64,900 58,185 6,715 111.5

売 上 高 64,498 57,694 6,804

104.9 － ＲＯＥ (自己資本利益率) 32.9 72.0

25年度 24年度

－

当 期 純 損 益 4,386 6,852

( 総資産利益率 ) 1.3 1.5 2.8 ＲＯＡ

－

経 常 損 益 1,014

特 別 利 益 9,13918,237

3,269

特 別 損 失 14,622 12,488 2,134

111.0

経 常 収 益 66,948 60,378

66,314 59,762 6,551

110.9

11,239

117.1

65,934 2,28663,647

売 上 高

6,570

経 常 費 用 103.6

－4,283

9,098 199.5

－

－営 業 損 益 1,519 2,655 4,174

営 業 損 益 1,913 2,219 4,133

（百万円）
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 収支比較表（当社単独） 
 
 

 

( 億円 ) ( 億円 ) ( 億円 ) ( ％ )

（　売　上　高　） ( 64,498 ) ( 57,694 ) ( 6,804 ) ( 111.8 )

電 灯 料 25,382 23,351 2,031 108.7

電 力 料 33,814 30,403 3,410 111.2

小　　　計 59,197 53,754 5,442 110.1

そ の 他 5,703 4,430 1,273 128.7

計 64,900 58,185 6,715 111.5

人 件 費 *(1) 3,559 3,458 100 102.9

燃 料 費 29,152 27,885 1,267 104.5

修 繕 費 *(2) 2,638 3,490 △ 851 75.6

減 価 償 却 費 6,256 5,931 324 105.5

購 入 電 力 料 9,454 8,653 800 109.3

支 払 利 息 1,130 1,194 △ 63 94.7

租 税 公 課 3,166 3,095 71 102.3

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 689 719 △ 30 95.8

そ の 他 8,419 7,531 887 111.8

計 64,468 61,961 2,506 104.0

( 1,519 ) (△ 2,655 ) ( 4,174 ) -

432 △ 3,776 4,209 -

- △ 98 98 -       

3 10 △ 6 36.5

18,183 8,923 9,260 203.8

14,622 12,177 2,444 120.1

3,989 △ 6,943 10,932 -       

0 0 0 100.9 

3,989 △ 6,943 10,932 -       当 期 純 損 益

経
　
　
常
　
　
費
　
　
用

渇 水 準 備 金

経

常

収

益

法 人 税 等

税 引 前 当 期 純 損 益

原子 力発 電工 事償 却準 備金

特 別 利 益

特 別 損 失

（Ａ）－（Ｂ）項　　　　　　目

比　　較

（Ａ）

25年度 24年度

（Ａ）／（Ｂ）

経 常 損 益

(　　営　　業　　損　　益　　)

（Ｂ）

 

＊（１）平成22年度実績4,311億円と比較すると17.4％の減 
＊（２）平成22年度実績4,120億円と比較すると36.0％の減 
（注）億円未満を切り捨てて表示しております 
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 次期の見通し  

 

平成26年度の業績見通しについては、現時点において、停止している柏崎刈羽原子力

発電所の運転計画をお示しできる状況になく、予想を行うことが困難であることから、

売上高・経常損益・当期純損益ともに未定としております。 

 今後、業績見通しがお示しできる状況となった段階で、速やかにお知らせいたします。 

 

＜次期の見通し＞ 

 連結 単独 

売 上 高 未定 未定 

経 常 損 益 未定 未定 

当期純損益 未定 未定 
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＜参考１＞ 

 

収支諸元表（単独） 

 

 26年度 

（今回見通し） 

25年度 

（実績） 

販 売 電 力 量 

（対前年度増減） 

2,686億kWh 

（0.7％増） 

2,667億kWh 

（0.9％減） 

原油価格(全日本CIF) － 110.00㌦／ﾊﾞｰﾚﾙ 

為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） － 100.17円／㌦ 

原 子 力 設 備 利 用 率 － － 

出 水 率 － 94.4％ 

影 響 額 

＜燃料費＞ 

・ＣＩＦ価格 １㌦／ﾊﾞｰﾚﾙ 

・為替レート １円／㌦ 

・原子力設備利用率 １％ 

＜支払利息＞ 

・金利 １％（長・短） 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

 

約240億円 

約280億円 

－ 

 

約240億円 
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＜参考２＞ 
  

特別利益の内訳（単独） 
 
 

内  訳 金額 

○原子力損害賠償支援機構資金交付金 1兆6,657億円 

○固定資産売却益 1,019億円 

○有価証券売却益 185億円 

○災害損失引当金戻入額  320億円 

合  計 1兆8,183億円 

 
 
 

特別損失の内訳（単独） 
 
 

内  訳 金額 

○災害特別損失 267億円 

○原子力損害賠償費 １兆3,956億円 

○福島第一５・６号機廃止損失 398億円 

合  計 １兆4,622億円 
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＜参考３＞ 

 

カンパニー等の収支（単独） 

（億円）

フュエル＆パワー
・カンパニー

パワーグリッド
・カンパニー

カスタマーサービス
・カンパニー

コーポレート
（個別）
 損益計算書計上額

売上高
　外部顧客への売上高
　　（社外取引）

303 898 61,960 1,337 64,498 

　カンパニー等間の内部
　売上高又は振替高
　　（社内取引）

33,017 15,735 2,095 4,394 －　

計 33,320 16,633 64,056 5,731 －　

営業利益又は損失（△） 370 2,876 1,517 △ 3,245 1,519 

※社内取引を控除して表示しております。

※

 

  

カンパニー等の概要と社内外における主な取引 

 

電気料収入

（お客さまより）

火力電力料

アンシラリー
サービス※3

ビジネスサポート等

燃料費

（社外へ）

ビジネスサポート等
原子力電力料

水力電力料

ビジネスサポート等

社内託送料

購入電力料

（社外へ）

電源線に係る
費用

検針・集金等
に係る費用

（2,500人程度※1

1.4兆円程度※2）

□火力発電による電力
の販売

□燃料の調達
□火力電源の開発
□燃料事業への投資

電源線に係る費用

お金の流れ（社内取引）
お金の流れ（社外取引）

コーポレート（10,000人程度※1，4.7兆円程度※2 ）

経営補佐

共通サービス

福島復興本社

福島本部

原子力・

立地本部

※1：平成26年3月末従業員数

※2：平成26年3月末資産規模（固定資産勘定）

※3：お客さまにお届けする電気の品質（周波数や電圧）を一定に保つこと

（15,000人程度※1

5.8兆円程度※2 ）

□送電・変電・配電に
よる電力の供給

□水力発電による電力
の販売

□送配電・通信設備の
建設・保守

□設備土地・建物等の
調査・取得・保全

（7,000人程度※1

数十億円程度※2 ）

□お客さまのご要望に
沿った最適なトータル
ソリューションの提案

□充実したお客さま
サービスの提供

□安価な電源調達

ﾌｭｴﾙ＆ﾊﾟﾜｰ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

ｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

等

 

 

以 上 


